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鹿児島県最低賃金を「時間額８２１円」に引き上げます 

～発効は、令和３年１０月２日です～ 

 

 鹿児島労働局長（三輪 宗文）は、鹿児島県最低賃金を２８円引き上げ、時間額

８２１円に改正することを決定し、本日官報公示を行いました。 

 

 鹿児島県最低賃金（地域別最低賃金）の改正については、本年７月２日、鹿児島労働局

長から鹿児島地方最低賃金審議会（会長 山本 晃正）に対し諮問を行い、同審議会は、

８月６日、現行の時間額７９３円を２８円引き上げて（引上率 3.53％）、８２１円に改正

することが適当である旨の答申を行いました。 

 これを受けて鹿児島労働局長は、異議申出などの諸手続を経て、８月２４日に鹿児島県

最低賃金を時間額８２１円とする決定を行い、本日（９月２日）、官報公示を行いました。 

 効力発生日は、令和３年１０月２日となります。 

 鹿児島労働局では、引き続き、改正された最低賃金額を始めとする最低賃金制度の周知

を行うとともに、中小企業・小規模事業者に対する支援施策を推進していきます。 

 

１ 最低賃金について 

（１） 適用される労働者の範囲 

鹿児島県最低賃金は、鹿児島県内の事業場で働くすべての労働者とその使用者に

適用されるもので、常用・臨時・パートタイマー・アルバイト等の属性、性、国籍

及び年齢の区別なく適用されます。 

また、１人の労働者について２以上の最低賃金が競合する場合（地域別最低賃金

と特定最低賃金〔産業別最低賃金〕が競合する場合）には、最低賃金額の高い方の

最低賃金が適用されます。 

なお、今回改正された鹿児島県最低賃金は、令和２年１２月２７日に発効された
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８１５円を上回ったことから、令和３年１０月２日から鹿児島県最低賃金が適用さ

れます。 

 

（２） 最低賃金の対象となる賃金 

最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金に限られます。具体

的には、基本給と諸手当（ただし、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は除きます。）

が対象となります。 

最低賃金の対象から除外する賃金は次のとおりです。 

①  臨時に支払われる賃金 

②  1 ヶ月を超える期間ごとに支払われる賃金 

③  所定労働時間を超える期間の労働に対して支払われる賃金 

④  所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金 

⑤  午後 10 時から午前 5 時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常

の労働時間の賃金の計算額を超える部分 

⑥  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

（３） 過去１０年間の改正状況 

年 度 ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ 

時 間 額 ６５４円 ６６５円 ６７８円 ６９４円 ７１５円 

引 上 額 ７円 １１円 １３円 １６円 ２１円 

引 上 率 １．０８％ １．６８％ １．９５％ ２．３６％ ３．０３％ 

 

年 度 ２９ ３０ 元 ２ ３ 

時 間 額 ７３７円 ７６１円 ７９０円 ７９３円 ８２１円 

引 上 額 ２２円 ２４円 ２９円 ３円 ２８円 

引 上 率 ３．０８％ ３．２６％ ３．８１％ ０．３８％ ３．５３％ 

 

２ 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援について 

   厚生労働省では、最低賃金及び賃金の引き上げに向けた環境整備を図るため、以下

の最低賃金及び賃金の引き上げに向けた生産性向上等のための支援を実施していま

す。 

 

（１） 業務改善助成金（別添１リーフレット参照） 

生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内で最も低い賃金（事業場内最

低賃金）を一定額以上引き上げた中小企業・小規模事業者に対して、その設備投資

などにかかった経費の一部を助成するものです。 

業務改善助成金に関するお問い合わせは、業務改善助成金コールセンター（℡

03-6388-6155）または、鹿児島労働局雇用環境・均等室（℡099-223-8239）にお尋

ねください。 

 



（２） 専門家派遣・相談等支援事業（鹿児島働き方改革推進支援センター）（別添２リー

フレット参照） 

鹿児島働き方改革推進支援センターでは、働き方改革の実現に向けて、中小企

業・小規模事業者等を対象に、長時間労働の是正、非正規雇用労働者の待遇改善、

生産性向上による賃金引上げ、人手不足の緩和に向けた取組を支援するため、様々

な関係機関と連携し、労務管理・企業経営等の専門家による電話相談や企業訪問相

談等を無料で実施しています。 

また、前記（１）の助成金を含む各種助成金の相談にも応じています。 

 

３ 中小企業等の雇用維持に対する支援について 

  （雇用調整助成金等の要件緩和について：別添３リーフレット参照） 

（１） 令和３年 10 月から３ヶ月間の休業について、業況特例又は地域特例の対象となる

中小企業（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合に限ります。）が、事

業場内最低賃金を、令和３年７月 16 日以降、同年 12 月までの間に、30 円以上

引き上げた場合、休業規模要件を問わずに支給を行います。 

（２） 令和３年度地域別最低賃金の発効日以降に賃金を引き上げる場合は、発効後の地域

別最低賃金から 30 円以上引き上げる必要があります。 

      

   ※（１）、（２）に関するお問い合わせは、鹿児島労働局職業安定部職業対策課 

（℡ 099-219-8713）にお尋ねください。 

 


